
事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業

● ○

○有●無

●法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

行政評価
事業体系

駅周辺の放置自転車を防止するとともに生活環境の向上を図るため必要不可欠である。

○放置自転車等撤去・運搬業務委託　　　　　　（委託先）諏訪運送店　　　　（委託料）　￥１３，００３，２００．
○三河島自転車保管場所機械警備委託　　　　　　　　　　綜合警備保障　　　　　　　　 　　  　￥６５５，２００．
○自転車等放置防止・指導啓発等業務委託　　　　　　　　シルバー人材センター　　　　   ￥４８，９９３，３９２．
○撤去した放置自転車の売却　　　　　　　　　　（契約相手先）順和商事　　　    　　    一台あたり       \７５８．１

4,500

実
績
の
推
移

3,007

経過

目的

対象者
等

内容

開始年度

放置自転車撤去

新規事業

12,000

放置された自転車等を撤去する事により安全で快適な生活環境の維持･向上を図る。

道路上に放置してある自転車等

・放置自転車撤去･返還･処分
・放置防止指導･啓発（シルバー人材センターに委託）

･昭和６０年１２月「東京都荒川区自転車等の放置防止に関する条例」制定
　放置自転車等の撤去開始（撤去手数料は自転車￥２,０００円、原付￥３,０００円）
・平成　９年　３月　　撤去手数料改正、自転車￥３,０００円　原付￥４,５００円
・平成　９年１０月　　条例改正（自転車法改正に伴い、駐車対策協議会及び総合計画に関する項目を追加）
・平成１１年１０月　　条例改正（撤去手数料改正、自転車￥５,０００円　　原付￥７,５００円）
・平成１７年　６月　　条例改正（撤去自転車を売却できる条文を追加
　                       (１７年度　単価７５０円　１８年度単価４７８．８円　１９年度単価７５８．１円）

10,480
17年度

13,926 8,65713,755

3,810
7,000

2,531

9,652
1,799
4,400処分（リサイクル６００台、海外譲与１００台含む)(台数)

3,974
9,311 8,726

4,043

売却（台数）

1,681
6,800

3,092 6,672

13年度
放置自転車撤去（台数） 12,912

事項名

返還（台数）
8,675
4,420

18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

25,705
52,965

78,670
78,670

78,670

18,454
97,954

74,948
70,308
46,100

116,408
370

7,945
81,190

77,806
69,093
20,042

89,135
370

7,282
44,127

109,186
103,899

103,899

52,490

106,164

20,627
34,278 54,514

32,110
19,540

51,304

政策
施策

国（特定財源）
106,209

①決算額（19年度は見込み）
予算額

99,373

終期設定

年度平成昭和

年度

60

都（特定財源）

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

放置自転車対策の推進[08-04]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

放置自転車撤去（３１－６０－２５－０１）

事務事業の種類

合計（①＋②）

②人件費

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

99,373

13年度

42,243
18,982
38,148

112,954

【事務分担量】（％）

19年度 18年度

106,209

必要性

実施
方法

藤嶋敏夫部課名

・自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推
進に関する法律　・荒川区自転車等の放置防止及び自転車等駐
車場の整備に関する条例

根拠
法令等

課長名
担当者名

土木部管理計画課

内線 2717高橋哲也

防災･まちづくり・環境

快適な生活環境の整備

計画区分

107,820109,755
106,164

17年度16年度15年度14年度

10-01-09



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

実施

予
算
・
決
算
の
内
訳

新駅周辺の放置自転車の防止

日暮里駅駐輪場整備　最終年度（２０年３月竣工）
日暮里駅前道路上の放置自転車の解消｡
駅前にふさわしい都市景観の確保。

車両重量税印紙代(車検）

5,058

ムコ－バ分担金1,000,000
全自連会費20,000

金額（千円）

平成18年度（決算）

車両重量税印紙代(車検） 9

ムコ－バ分担金1,000,000、
全自連会費20,000

節・細節

放置自転車撤去　放置防止啓発業務
保管所管理業務　ほか

自転車保管場所借地料
5,058,000.

1,020

205

自転車保管場所借地料 5,058

金額（千円）主な事項
平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

【平成１８年第１回定例会】パチンコ店の放置対策
【平成１５年第４回定例会】自転車駐車場の使用料見直しについて
【平成１５年第３回定例会】町屋駅前の大型店の開設に伴う放置自転車対策

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

1,020

9

保管所光熱水費　266千円　ポスコン協
議会食糧費31千円 297

撤去及び保管場所維持用品2,240千
円　警告札等印刷製本 973千円　物
品修繕429千円　家屋修繕180千円

保管所光熱水費　１９９千円　ポスコン
協議会食糧費１０千円

3,822

保管所電話53千円　海外譲与運搬
177千円　ポスコン筆耕10千円 240

放置自転車撤去　放置防止啓発業務
保管所管理業務　ほか 71,073

自転車保管場所借地料

放置防止･啓発用品 2,118千円　撤去
事務用品　138千円　撤去用品184千
円　保管場所維持用品68千円　ポス
ターコンクール用品253千円　警告札等
印刷製本 604千円　物品修繕67千円
家屋修繕0千円

ムコ－バ分担金1,000,000、
全自連会費20,000

5,058

1,020

3,616

940

57,681 放置自転車撤去　放置防止啓発業務
保管所管理業務　ほか 60,354

保管所電話41千円　海外譲与運搬
176千円　ポスコン筆耕10千円 227

209

3,432

光熱水費及
び食糧費

一般需用費

役務費

保管所光熱水費　205千円

放置防止･啓発用品ほか消耗品　2,596
千円　警告札等印刷製本 574千円
看板等物品修繕147千円　フェンス家屋
修繕等299千円

保管所電話40千円　海外譲与運搬１６
８千円　ポスコン筆耕１０千円

使用料及び
賃借料

委託料

負担金補助
及び交付金

公課費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

放置台数の減少（台）（一日当
り）

Ｂ

前年度設定

放置自転車解消の達成率（％）

自転車等の放置に対するルール･マナーの向上及び自転車駐車場等の整備

※　荒川区基本計画における平成２２年度の放置台数の目標値は、１，５００台であるが、すでに１８年度の放置台数がそれ

　　　を下回っているので、目標値を１，０００台とした。

放置防止用品及び放置防止啓発指導員の積極的活用に
よる放置の抑止。

自転車利用者のルール･マナーの向上により、放置の
減少｡

改善により期待する効果

問題点・課題の改善策検討

22 0

熊野前駅、赤土駅自転車置場整備

平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

現状を解決するためには強制的に撤去していく必要がある

18年度 19年度

79 81
昭和60年を達成率0％とし、
100％を目指す。

85

昭和60年の定点調査に基づく放
置台数(6848台/1日)を基準に､
放置台数1,000台を目指す。

72 70

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

1,950 2,144 1,447 1,3001,000

16年度 17年度

10-01-09



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

自転車駐車場管理運営費（３１－６０－５０－０１）

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業

● ○

○有●無

●法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ○一部委託 ●全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

区民及び区民以外が、通勤･通学等により自転車駐車場を利用する下記の者。
　(1)　身体障害者福祉法第15条の規定による身体障害者手帳若しくは東京都愛の手帳交付要綱による愛の手帳の交付を受けて
　　　　いる者、又はこれに準ずる者。
　(2)　65歳以上の者
　(3)　住居又は勤務先若しくは通学先が利用する駅からおおむね700メートルを超える距離にある者

①自転車駐車場(センターまちや・南千住駅東口）の管理･運営　（18年度より指定管理者制度移行）
　　・開場時間　　　０４：３０～２５：００
　　・使用料 　定期利用　　　　区内在住者　　　　２,０００円/月　　　　　　　区外在住者　　　４,０００円/月
　　　　          学割　　　　　　　区内在住者　　　　１,４００円/月　　 　　　　　区外在住者　　　２,８００円/月
　　　　          一時利用　　　　１日１回８時間以内　 １００円　　 　　  １日１回８時間超　   　　 ２００円
②自転車置場の設置・管理（１１箇所）　利用登録承認事務
　 　・登録　　　　　　　年度（4/1　～　3/31）
　　　・手数料　　　　　区内在住者　３,３００円　　　　　　　　　　 区外在住者　６，６００円
③自転車置場、駐車場内の整理・誘導
　 ・区内主要駅（町屋　西日暮里　日暮里　南千住　三河島）に整理員（シルバー）を配置（計２１名）
　　午前7:30　～午前10:30（土日、祝日除く）
④民間自転車駐車場助成
　　・Ｓ６１年３件　　Ｓ６２年３件　Ｓ６３年１件　Ｈ６年１件　Ｈ７年１件　Ｈ１４年１件　Ｈ１６年１件（計１１件）

目的

対象者
等

内容

自転車等の利用者の利便を図るとともに、区民の良好な生活環境の向上を図る。

・自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合
的推進に関する法律　・荒川区自転車等の放置防止及び自
転車等駐車場の整備に関する条例

根拠
法令等

61

行政評価
事業体系

環境先進都市[Ⅳ]
良好で快適な生活環境の形成[08]

10,480

経過

12,000

　・昭和６０年１２月　条例制定（６１年５月施行）登録手数料     　区内在住者2,000円　区外在住者4,000円
　・平成　９年　３月　 条例改正（９年５月施行）登録手数料　　 　区内在住者2,600円　区外在住者5,200円
　・平成１２年　４月   条例改正　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　区内在住者3,300円　区外在住者6,600円
（自転車駐車場）
　・平成　７年１２月　 荒川区自転車等駐車場条例制定
　　　　　　　　　　    　センターまちや自転車駐車場　新設
　　　　　　　　　　　　    （定期利用）　　　　区内在住者　　2000円/月　　区外在住者　　3000円/月
　　　　　　　　　　　　    （一時利用）　　　　１日１回　　　　　　１００円
　・平成１４年　４月　南千住駅東口自転車等駐車場　新設
　・平成１６年　４月　 条例改正　（学割制度新設　一時利用料金改定　区外在住者料金改定）
　・平成１８年　４月　条例改正　（指定管理者制度の導入）
　・平成１７年１２月　本会議・指定管理者議決
　・平成１８年　４月　指定管理者制度　開始（南千住東口：　(株)ソーリン　　センターまちや：再開発振興(株)）
　・平成１９年　７月　条例改正　（指定管理者制度の導入）

4,500

（単位：千円）

実
績
の
推
移

3,007

3,092
2,531 3,810

7,000

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

54,062

返還（台数）
処分（リサイクル６００台、海外譲与１００台含む)(台数)

3,974
9,311

事項名

売却（台数） 6,672

9,652
1,799
4,4008,726

4,043
13,926 8,657

1,681
6,800

13,755
4,420
8,675

13年度
放置自転車撤去（台数） 12,912

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

23,736
5,325

29,061
29,061

29,061

24,116
42,345

25,623
20,361
46,100

66,461
390

83,710
3,309

82,369
66,500
20,519

87,019

88,521
(14,304)

76,077
74,217

74,217

(15,374)
85,624

70,250

74,986
473

政策
施策

開始年度 年度平成昭和

年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

放置自転車対策の推進[08-04]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

事務事業の種類

課長名

終期設定

56,624
(2,562)

都（特定財源）

駅周辺の放置自転車を防止するとともに生活環境の向上を図るため必要不可欠である。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
75,459

①決算額（19年度は見込み）
予算額

54,062

57,234

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

土木部管理計画課

内線 2717高橋哲也

・自転車置場等整理誘導業務委託　（委託業者）シルバー人材センター　（委託金額）￥１３，５７１，２８０．

担当者名
自転車駐車場管理運営

新規事業 19年度 18年度

計画区分

藤嶋敏夫部課名

75,459
76,41088,466
70,250

17年度16年度15年度14年度

10-01-10



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

問題点・課題の改善策検討

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

313

予
算
・
決
算
の
内
訳

事務事業の分類

金額（千円）

平成18年度（決算）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施 22 0

7,631

自転車駐車場の整備と用地の確保
民間事業者による自転車駐車場建設促進
自転車利用のルール･マナーの向上

2,940

熊野前駅自転車置場整備
費2,500千円

2,500

日暮里駅前自転車駐車場
什器等313千円

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

【平成１５年第４回定例会】南千住駅東口自転車等駐車場への誘導策について
【平成１５年第４回定例会】自転車駐車場の使用料見直しについて

平成17年度（決算）
主な事項

駐輪場等光熱水費1,284千
円　登録アルバイト269千円

1,553

置場登録他用品3,019千円
印刷製本777千円　物品修
繕875千円　家屋等修繕200
千円

駐輪場等光熱水費669千円
登録アルバイト235千円

前年度設定

公有地賃借料　1，328千円.
センターまちやゲートシステム
リース489千円.

民間自転車駐車場助成   0
千円     センターまちや管理
費分担金　　12,450千円
光熱水費等１，１２１千円

4,871

西日暮里自転車置場ラック
保守点検61千円　置場整理
誘導ほか14,831千円

14,892

公有地賃借料　1,992千円 1,992

民間自転車駐車場助成
2,940千円

置場登録他用品553千円
印刷製本685千円　物品修
繕249　家屋等修繕14千円

13,571
民間自転車駐車場助成
0千円

2,948

5,435

42,344

1,817

0

公有地賃借料　1,328千円 1,328

西日暮里自転車置場ラック
保守点検61千円　置場整理
誘導ほか16,544千円

16,605

主な事項

904

1,501

金額（千円）

光熱水費ほか

一般需用費

委託料

駐輪場等光熱水費2,699千
円　登録アルバイト249千円
置場登録他用品2,504千円
印刷製本944千円　物品修
繕1,315千円　家屋等修繕
673千円

駐輪場管理運営　まちや　東
口　置場整理誘導　ほか

負担金補助
及び交付金

使用料及び
賃借料

工事請負費

備品購入費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

駐輪可能台数（一日当り・民間を含む） 9,200
日暮里駅、熊野前駅等置場、駐輪場を
設置する。

7,412 7,281 7,231

鉄道事業者への積極的な協力要請（ＪＲ、京成､東京メトロ） 放置自転車の大幅な減少

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

区民サービスを基本に、円滑な自転車駐車場の管理を行う。

民間自転車駐車場助成制度の積極的活用｡

自転車利用のルール･マナーの向上 放置自転車の減少

民間事業者による自転車駐車場建設により、区が弾力
的に対応できない部分を補完｡

Ｂ

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

10-01-10



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ●建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
●法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

　主に､日暮里駅利用者（JR・山手線・京浜東北線・常磐線・京成電鉄）　　　　　　　　　　　　　　　

（○直営 ○一部委託 ●全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

579,460

15年度

7,641

（単位：千円）

実
績
の
推
移

259,640

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

工事監理費

0一般財源
その他（特定財源）

348,000
7,641

23,310
4,558

15年度
実施設計

事項名

工事費

18年度 19（繰明分） 19年度16年度 17年度18（繰明分）

19年度

49,63019,341
254,100129,870

19（繰明分）

259,640
259,640

259,640

283,371

587,101
587,101

587,10119,597
140

4,180

110,42914,897

520

145,05913,367

348,000

348,000

25,646
177,295

開始年度
19

10,000

経過

   日暮里舎人線の開通や日暮里駅前の再開発事業により、今後、日暮里駅の利用者が増加することが見
込まれ、これとともに自転車利用者も増加することも予想される。こうした状況を踏まえ、新たにひぐら
しの里の中央地区再開発事業地内に自転車駐車場を整備する。

目的

267,281
7,641
11,956

対象者
等

内容

・施設概要　　　地下１階・鉄筋コンクリート造り、自走式駐車場　約1,３００台収容
・場所　　　　　　西日暮里二丁目２４番
　　　　　　　　　　　（再開発事業における区道の付替えにより生み出される交通広場用地と現交通広
場の地下部分に整備する。）
・敷地面積　　　約１，８９０㎡
・工事期間　　　平成１７年度～平成１９年度整備工事
・供用開始　　　平成２０年度

行政評価
事業体系

環境先進都市[Ⅳ]
良好で快適な生活環境の形成[08]政策

施策

平成昭和
年度

根拠
法令等

14

事務事業名

放置自転車対策の推進[08-04]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

日暮里駅前自転車駐車場(31-92-50-01)

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度

国（特定財源）
350

23,310 16,525

348,000

都（特定財源）

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

２７１７高田巳喜男

①決算額（19年度は見込み）
予算額

必要性

実施
方法

日暮里駅周辺の放置自転車を防止するとともに生活環境の向上を図るため必要不可欠である

18年度

土木部管理計画課
内線

計画区分

藤嶋敏夫部課名

352,45824,300

平成１２年５月　　　「荒川区自転車等の駐車対策に関する総合計画」において整備台数１３００台を定
める。
平成１３年１０月　　（仮称）日暮里駅前自転車駐車場の整備を決定
平成１３年１２月　　東京都都市計画駐車場として荒川第５号日暮里駅自転車駐車場を整備する都市計画
決定。
平成１４年１２月　　基本設計
平成１５年２月　　　ひぐらしの里中央地区再開発組合設立
平成１７年１月　　　実施方針や整備費等について政策経営会議報告･了承
平成１７年３月　　　詳細設計
平成１７年６月　　　第２回定例会において、747,000千円の補正予算議決
平成１７年７月　　　再開発組合と駐輪場整備事業の公共管理者負担金に関する覚書､協定締結。
平成１７年８月末　  国庫補助交付決定、再開発組合と西松･工藤ＪＶが契約締結
平成１７年９月　　　工事着工

担当者名
日暮里駅前自転車駐車場整備

新規事業 19年度

4,458
12,067

2,420
738

12,960

18年度18（繰明分）17年度16年度

23,310

0

10-01-11



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

周辺インフラ工事（ＮＴＴ工事）と競合する部分があり、１９年度工事の第１四半期分の一部が遅れる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

再開発組合に計画どおりの進行管理の指導をはかる。 計画年度での完成

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

節・細節
主な事項 金額（千円）

平成19年度（予算）平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

公共施設管理者負担
金

587,101

公共施設管理者負担金（工事
費：19年度繰越明許）

公共施設管理者負担金（工事
費：18年度繰越明許）

259,640
公共施設管理者負担
金（工事監理費）

4,458

金額（千円）主な事項

348,000

7,641

負担金補助
及び交付金

公共施設管理者負担
金（工事監理費）

100%50%

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

18・19年度工事、20年3月竣
工

10%

Ａ

前年度設定

工事の進行管理を徹底し、計画どおりの竣工を確保する

問題点・課題の改善策検討

Ａ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

19年度で竣工　

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

10-01-11




